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令和４年度６月補正予算の概要について

令和４年６月７日

令和４年度６月補正予算の概要を発表いたします。

今回の補正予算は、

福島県沖地震への対応のほか、

新型コロナウイルス感染症対策や、

国の緊急対策への対応など、

喫緊に措置すべき経費について計上いたしました。

その主な内容といたしましては、

福島県沖地震への対応として、

・農業や漁業における共同利用施設等の

復旧整備への補助、

・社会福祉施設や道路、港湾などの早期復旧、

新型コロナウイルス感染症対策として、

・高齢者施設や児童福祉施設等における

感染拡大防止対策への支援、

・ＰＣＲ検査体制の強化、

・医療機関等における設備整備に対する支援、

・自宅療養者への支援体制の更なる強化、

国の緊急対策への対応として、

・生活にお困りの方を支援する

ＮＰＯ法人等への補助、

・国産小麦等の安定供給体制強化に向けた支援、

これらに要する経費を計上いたしました。

以上により、一般会計における補正予算の総額は、

１４６億１千１百万円、

本年度予算の累計額は、

１兆２，９１２億３千万円となります。

福島県財政課

電話 ０２４－５２１－７０８９
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資 料

令和４年度６月補正予算主要事業一覧
(単位：千円)

＜一般会計＞

１ 福島県沖地震への対応 計 ９，３０３，４１８

（１）農業共同利用施設等の再整備支援 （農林水産部：園芸課、農業担い手課）

９４，３６４

被災した共同利用施設や農業用機械等の再整備に要する経費の一部に県独自で

上乗せ補助し、農業の早期復旧を支援する。

（２）水産業被災施設整備等対策事業 （農林水産部：水産課）

１０１，５００

被災した漁港の荷さばき施設などの復旧整備に要する経費の一部を補助し、水

産業の早期復旧を支援する。

（３）社会福祉施設や障がい福祉施設等の復旧

（保健福祉部：障がい福祉課、高齢福祉課）

（こども未来局：子育て支援課、児童家庭課）

５６６，５９８

被災した特別養護老人ホームや障がい福祉サービス事業所などの復旧整備に要す

る経費の一部を補助し、利用環境の早期復旧を支援する。

（４）公共土木施設や港湾・漁港の復旧 （土木部：河川整備課、港湾課）

８，２９３，７５０

被災した道路や河川、港湾・漁港施設などの復旧工事を行う。

２ 新型コロナウイルス感染症対策 計 ４，５７０，７７８

（１）高齢者施設や児童福祉施設等の感染拡大防止対策

（保健福祉部：高齢福祉課、こども未来局：子育て支援課）

９５３，１９２

高齢者施設や児童福祉施設等に抗原定性検査キットを配付し、自主的な検査体制の整

備を支援することにより、施設内の感染拡大防止を図る。

主な内訳

一部公共事業

県独自

県独自

主な内訳
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（２）新型コロナウイルス緊急対策事業（検査体制）

（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班）

５７１，９５５

今後の感染拡大に備えた行政検査体制の維持や、感染拡大地域における高齢者施設等

の従事者等を対象としたＰＣＲ検査の継続などに要する経費を増額する。

（３）医療機関等の設備整備支援

（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班）

５７２，０９４

今後の感染拡大に備えた医療機関における感染防止設備やＰＣＲ検査機器の拡充な

ど、さらなる外来診療体制の強化に要する経費を増額する。

（４）自宅療養者への支援体制強化

（新型コロナウイルス感染症対策本部：医療対策班）

１，４４６，９７１

自宅療養者の健康観察等を担う「福島県自宅療養者等フォローアップセンター」の

運営などに要する経費を増額する。

３ 国の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」への対応 計 ６５，１１４

（１）生活困窮者等への支援 （保健福祉部：社会福祉課）

４５，５８２

生活困窮者自立支援金の申請期限延長に伴う経費等を増額するとともに、地域の実情

に応じた生活困窮者等の支援を行うＮＰＯ法人等を支援する。

（２）国産小麦産地生産性向上事業 （農林水産部：水田畑作課）

１６，１５０

水田における麦生産の推進に要する経費の一部を補助し、国産小麦等の安定供給体制

を強化する。

主な内訳

県独自
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４ 公共事業・県単公共事業・維持補修費【再掲】

６，８５９，４５０

（単位：千円）

農林水産部 土 木 部 計

普通建設事業 補正額 0 0 0

累計額 8,718,672 20,226,300 28,944,972

災害復旧事業 補正額 0 6,859,450 6,859,450

累計額 2,522,330 12,663,847 15,186,177

国直轄事業負担金 補正額 0 0 0

累計額 1,411,836 15,841,126 17,252,962

公共事業計 補正額 0 6,859,450 6,859,450

累計額 12,652,838 48,731,273 61,384,111

県単公共事業 補正額 0 0 0

累計額 15,938,298 69,509,304 85,447,602

合 計 補正額 0 6,859,450 6,859,450

累計額 28,591,136 118,240,577 146,831,713

維持補修費 補正額 0 0 0

累計額 1,324,747 47,784,404 49,109,151

総 計 補正額 0 6,859,450 6,859,450

累計額 29,915,883 166,024,981 195,940,864
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令和４年度６月補正予算の概要

（単位：百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 １４，６１１

本 年 度 予 算 現 計 額 １，２７６，６１９

本 年 度 予 算 累 計 額 １，２９１，２３０

前 年 度 同 期 予 算 額 １，３０４，３８８
（ 令和３年度６月補正後 ）

前 年 度 同 期 比 ０．９９倍

前 年 度 同 期 比 増 減 額 ▲１３，１５８

２ 補正額の財源内訳

地 方 交 付 税 ７

分 担 金 及 び 負 担 金 ４００

国 庫 支 出 金 ８，７７７

繰 入 金 ２，８８９

県 債 ２，５３７

そ の 他 １

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。



１　手数料（１件）

名　　　　称 改　定　の　内　容
令和４年度
増収見込額

（単位千円）
備　考

長期優良住宅普及促進法関係手数料

建築行為を伴わない既存住宅を対象とした
長期優良住宅維持保全計画の認定手数料
ほか
　19,000円（新設）　ほか

0
施行日
令和4年10月1日

計 0

使用料及び手数料の改定

- ６ -
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～ 東日本大震災以降、これまでの補正予算編成について ～

■ 平成２２年度一般会計補正予算総額 １７０億７，１００万円
【第５号】（平成23年３月22日専決）
【第６号】（平成23年３月31日専決）

■ 平成２３年度一般会計補正予算総額 １兆４，７１４億４，１００万円
【第１号】（平成23年４月15日専決）～

【第12号】（平成24年３月30日専決）

■ 平成２４年度一般会計補正予算総額 ２，３０４億７，１００万円
【第１号】（平成24年５月18日専決）～

【第12号】（平成25年３月29日専決）

■ 平成２５年度一般会計補正予算総額 ４１７億３，２００万円
【第１号】（平成25年４月23日専決）～

【第８号】（平成26年３月31日専決）

■ 平成２６年度一般会計補正予算総額 ２，７５７億５，６００万円
【第１号】（平成26年７月２日議決）～

【第９号】（平成27年３月31日専決）

■ 平成２７年度一般会計補正予算総額 １，５１１億３，１００万円
【第１号】（平成27年７月１日議決）～

【第７号】（平成28年３月31日専決）

■ 平成２８年度一般会計補正予算総額 ２，０１６億４，８００万円
【第１号】（平成28年７月６日議決）～

【第５号】（平成29年３月31日専決）

■ 平成２９年度一般会計補正予算総額 ▲１，７１１億７，３００万円
【第１号】（平成29年７月５日議決）～

【第７号】（平成30年３月30日専決）

■ 平成３０年度一般会計補正予算総額 ▲１，０５９億７，２００万円
【第１号】（平成30年７月６日議決）～

【第９号】（平成31年３月29日専決）

■ 令和元年度一般会計補正予算総額 ５３３億７，６００万円
【第１号】（令和元年７月４日議決）～

【第10号】（令和２年３月31日専決）

■ 令和２年度一般会計補正予算総額 ７３３億６，３００万円
【第１号】（令和２年５月５日議決）～

【第13号】（令和３年３月31日専決）

■ 令和３年度一般会計補正予算総額 １，３６６億４，９００万円
【第１号】（令和３年３月22日専決）～

【第19号】（令和４年３月31日専決）

■ 令和４年度一般会計補正予算総額 ８９億４，２００万円
【第１号】（令和４年４月15日専決）～

【第３号】（令和４年５月23日専決）


	02_４年度６月補正概要（記者配付）
	03_４年度６月補正主要事業一覧
	04_４年度６月補正財源（記者配付）
	05_使用料等改定一覧表 R4.6 （記者発表用）
	06_これまでの補正

